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いわて県民計画（2019～2028）
第２期アクションプラン（素案）の概要

政策分野：Ⅵ仕事・収入
政策項目31関係

資料４－１



いわて県民計画（2019～2028）の構成
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長期
ビジョン

長期的な岩手県の将来を展望し、県民みんなで目指す将来像と、その
実現に向けて取り組む政策の基本方向を明らかにするもの

［計画期間：2019年度から2028年度までの10年間］

アクション
プラン

長期ビジョンの実効性を確保するため、重点的・優先的に取り組むべき
政策や具体的な推進方策を盛り込むもの

復興推進プラン 政策推進プラン

地域振興プラン 行政経営プラン

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

アク
ショ
ンプ
ラン

長期ビジョン(10)

復興推進プラン(4)

政策推進プラン(4)
地域振興プラン(4)
行政経営プラン(4)

政策推進プラン(4)
地域振興プラン(4)
行政経営プラン(4)

政策推進プラン(2)
地域振興プラン(2)
行政経営プラン(2)

復興推進プラン(4)
第３期の「復興推進プラン」
の取扱いは、今後の復興の
状況を踏まえながら検討



第２期政策推進プランの重点事項
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○ 第２期政策推進プランにおいては、新型コロナウイルス感染症の影響、人口減少の進
行、デジタル化の進展、温室効果ガス排出量の2050年度実質ゼロなど、直面する課題に
的確に対応し、施策を強化します。

○ このような考え方に基づき、長期ビジョンの政策体系を維持しつつ、第２期アクションプ
ラン期間中に取組を強化すべき項目を「重点事項」として位置づけます。

人口減少問題に立ち向かうため、政策推進プランにおいて、

「人口減少対策」に最優先で取り組むこととし、

今後４年間に取組を強化すべき項目を「重点事項」として明示

第１期政策推進プランの成果と課題、知事と市町村長との意見交換（8/8、10開催）、各
種団体等からの意見聴取（８月末までに総合計画審議会等、106の団体・審議会等から聴
取）などを踏まえ、

➣ 重点事項の推進に当たっては、関連する政策分野に具体的な施策を盛り込み、毎年度、
政策形成支援評価を行い次年度の施策に反映させることで、実効性を高めていきます。

➣ 重点事項をオールいわてで推進していくため、県・市町村人口問題連絡会議、県市町村Ｇ
Ｘ推進会議（仮称）、いわてＤＸ推進連携会議等を通じ、県と市町村・関係団体等との連携を
一層強化します。



人口減少対策に取り組む上での「重点事項」

第２期政策推進プランの重点事項

【重点事項１】 男女がともに活躍できる環境づくりを進めながら、結婚・子育てなどライフス
テージに応じた支援や移住・定住施策を強化します

【重点事項２】 ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）を推進し、カーボンニュートラルと持
続可能な新しい成長を目指します

【重点事項３】 ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）を推進し、デジタル社会における県
民の暮らしの向上と産業振興を図ります

【重点事項４】 災害や新興感染症など様々なリスクに対応できる安全・安心な地域づくり
を推進します

中長期的な観点から維持・向上を図っていく基盤

これらについては、人口減少対策社会において、引き続き、中長期的に維持・向上を図っ
ていく基盤であり、重点事項と合わせ、10の政策分野においてこれらの取組を推進します。

地域公共交通
人や地域との
「つながり」

医療・介護・福祉 教育・学ぶ機会
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産業・雇用環境

燃料油価格や物価、エネルギー価格の高騰など現下の危機については、臨機応変に対応
します。



第２期政策推進プランの重点事項

【重点事項１】 男女がともに活躍できる環境づくりを進めながら、結婚・子育てなどライフス
テージに応じた支援や移住・定住施策を強化します

○ 男女がともに活躍できる環境づくりを進めるとともに、産業政策を総合的に展開し一人ひとりの能力
を発揮できる多様な雇用の確保を進めながら、結婚、妊娠・出産、子育てへの支援などの自然減対策
や、若年層の県内就職、移住・定住の促進などの社会減対策を強化します。

○ 市町村や関係団体等と連携し、県民運動等による社会全体の機運醸成を行い、安心して子どもを生
み育てられる環境の充実にオールいわてで取り組んでいきます。

【重点事項２】 ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）を推進し、カーボンニュートラルと持
続可能な新しい成長を目指します

○ 再生可能エネルギーの導入促進、森林整備や県産木材の利用促進など森林資源の循環利用、省
エネ住宅の普及を進めるなど、地域経済と環境に好循環をもたらす持続可能な新しい成長を目指しな
がら、誰もが住みたいと思えるふるさとを次世代に引き継いでいきます。

○ 県民、事業者、行政が一体となり、温室効果ガス排出削減目標の達成に向け県民運動を展開します。

【重点事項３】 ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）を推進し、デジタル社会における県
民の暮らしの向上と産業振興を図ります

○ 全ての県民がＤＸの恩恵を享受できるよう、「行政のＤＸ」、「産業のＤＸ」、「社会・暮らしのＤＸ」、「ＤＸ
を支える基盤整備」の４つの取組方針のもと、あらゆる産業のＤＸの促進、県民生活の利便性の向上、
情報通信インフラの整備、市町村への支援を進めます。
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【重点事項４】 災害や新興感染症など様々なリスクに対応できる安全・安心な地域づくりを
推進します

○ 東日本大震災津波や新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえ、様々なリスクに対応できる安全・
安心な地域づくりを推進します。



第２期政策推進プランにおける今後の方向性

Ⅵ 仕事・収入

・ 安定した雇用の確保、若者や女性が働きやすい環境の整備

・ 原油や資材価格の高騰等の影響を受けている中小企業者や農林漁業者等への支援

・ 中小企業者のＧＸやＤＸへの支援、スタートアップ支援の強化、事業承継の促進

・ 自動車・半導体関連産業等の集積、ＧＸやＤＸなどの変革に対応する取組の推進

・ 観光ＤＸによる観光推進体制の強化、観光で稼ぐ地域づくりの推進

・ 建設業における労働環境の改善、農林水産業の担い手の確保・育成

・ 農林水産物の輸出拡大、市場の需要に応じた水稲・麦・野菜の生産、主要魚種の不
漁への対応等
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ＤＸＧＸ 安全・安心自然減・社会減対策

新規

新規

新規

新規

充実・強化

充実・強化


